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1　はじめに
　本書を図書館や書店などで見つけたときに、その題名からだけで、果たして本書がいつ頃出版され
たものかを想起するのは難しいだろう。本書がその表題のキーワードとする《契約責任》は、わが国
の民法学にとって最も重要なテーマの一つであり、これまでも多くの研究者が取り組んできたテーマ
である。したがって、ある意味では《古典的》ともいえるテーマであるが、しかし、先行する研究に
よって語り尽くされた「古い」テーマではなく、むしろ、近時のわが国の民法学にとっては、「新しい」
テーマでもあるといえる。
　わが国の民法典が成立してからすでに110年以上が経過している。幸いにして、判例・学説による解
釈学の発展により生き長らえ、現在も柔軟性をもったものとして活用されている。しかし、わが民法
が範としたドイッ民法典は、成立後100年余り経った2002年1月に債務法（債権法）が改正され、また、
同じくわが民法の母法の一つであるフランス民法典も、成立から150年余りが経過した1960年代から
法改正の議論がなされ、すでにそのいくつかの部分が改正されただけでなく、本書に関連する債務法
については現在も改正の議論が行われている。さらには、DCFRやPELなどのEU全体での契約法
関連の法統一の動きも見られ、それらの影響を受けてか、わが国でも債権法改正が法制審議会におい
て議論の狙上に載せられていることは周知の通りである。そのような中、《契約責任》はそれらの議論
の中心課題として、法制審議会の中だけでなく、民法学界全体において、さらには法律のユーザーで
もある弁護士などの法曹をも巻き込んで取り組むべきテーマとなっている。
　筆者がこれまでの研究者生活の中で一貫してこの難解かつ重要なテーマに取り組んできたことは、
契約法ひいては債権法を研究領域とする研究者の問では、その数々の業績や学会報告などですでに知
られたところであるが、筆者の多彩な経歴にも関連し、その全ての業績をきちんと追いかけることは
必ずしも容易ではなく、筆者のこれまでの業績を理解するための基礎資料としての著書が待ち望まれ
ていた。本書は、筆者がこれまでの研究の一里塚を築くべく、種々の機会に発表した諸論文をもとに
その後の議論状況を踏まえて改稿したものを一冊にまとめ学位論文として明治大学に提出したものを
基礎に出版されたものであるが、筆者にとっての一里塚という位置づけだけでなく、学界にとっても
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待望の一冊であり、前述したように、現在のわが国の民法学において時期を得た重要な文献でもある。
n　本書の概要
1．全体的特徴
　本書は先にも述べたように先行する諸業績が多く見られるオーソドックスなテーマを扱うものであ
るが、それまでの議論がともすると独自の見解を述べることに主眼が置かれ、先行業績の理論的分析
が不十分なものも見られたのに比べ、本書は整理が必要とされていたそれらの議論を、筆者の持ち味
でもある緻密な分析力によって分析・整理した上で、筆者の見解を示している所に特徴があるといえ
よう。また、その中心的課題を、契約責任と不法行為責任という二つの民事責任の交錯領域である《完
全性利益侵害》の帰責構造を考察することに設定し、その観点から債権法領域の総論的諸問題につい
て比較法的な検討も交えて考察し、さらに、具体的な個々の契約上の問題という契約法分野の各論的
な考察も行っている所にも特徴がある。このような考察方法は一見するとテーマと同様に極めてオー
ソドックスなものであると思えるが、しかしながら、徹頭徹尾においてこの姿勢が貫かれ丹念な検討
がなされているところに著者の研究者としての真摯な姿勢が現れているといえ、それは本書を構成す
る各論稿においても十分に発揮されている。
2．本書の構造
　本書は、序章「問題の所在」、第一章「ドイッ民法理論」、第二章「わが国における理論動向」、第三
章「完全性利益侵害事例と契約責任構成一一裁判例の傾向分析一一」、第四章「完全性利益侵害と契約責任
構造」、第五章「完全性利益侵害と契約責任論の展開」、第六章「契約責任（債務不履行）法の再構築
に向けた基礎的考察」から構成される。序章は本書のために書き下ろされたものであるが、その他の
論稿はすでに述べたようにこれまでの筆者の既出論文をもとにその後の状況を踏まえて改稿されたも
のである。しかし、単に既出論文をその執筆順にしたがって並べたのではなく、各論文がもう一度改
めてじっくりと煮詰め直し昇華された上でそれぞれの章の中で再構成され、各章それ自体が一つ一つ
の新しい完成品として提示されている。さらに各章を構成する論文の執筆年に着目するならば、いず
れの章の問題についても筆者は自身の研究者生活の比較的早い時期からその問題性に着目していたこ
とが分かり、さらに、最近でもそれぞれのテーマについての論稿を発表しており、10年以上に亘って
それぞれのテーマをめぐる議論を追い続け研究してきたことが分かる。とかく移り気で中途半端な仮
説の提示でそのテーマの研究が終わってしまっている研究者が少なくない中（恥ずかしながら評者も
このタイプである）、筆者のこのような姿勢は学者としての誠実さと良心を示しているともいえよう。
　以下、各章について概観するが、各論稿が綿密な分析により構成されていることもあり、与えられ
た紙面からはその全てを網羅的に見ることは不可能である。そこで、本書の特徴の一つでもある、綿
密な総論的考察の部分（序章から第二章まで）を中心に評釈し、第三章から第六章まではその概略を
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示すに留める。
3．筆者の問題意識
　序章は、近時の《契約責任》をめぐる理論状況について、まず、民法典制定以来の契約領域におけ
る諸問題を挙げ、それらが今なお重要な問題であり、かつ相互関連をも念頭に置いて考察する必要が
ある問題であることを指摘し、また、そのような古典的諸問題だけでなく、それらを考察する際に参
照すべき新たな素材が生まれてきていることを示し、「契約責任の一般的構成規律が改めて問い直さ
れるに至っている、というのが今日の理論状況だといえるだろう」としている。
　次いで、私人間での責任問題について、従来は不法行為法領域の問題とされていたものが、資本主
義経済の高度成長に伴い契約関係の比率が増大した結果、次第に契約法領域に取り込まれてきたとい
う「契約責任の拡大とその再構成」が問題となっているとし、わが国において契約責任の拡大とその
再構成が唱えられるようになったことについて、不法行為法の狭隆さと厳正契約型の契約責任体系が
特徴とされるドイッにおいて契約責任の拡大が唱えられ、規範の構造が必ずしも同一ではないわが国
においても、ドイッでの議論に示唆を得て議論が活発化し、とりわけ本書が問題とする契約責任と不
法行為責任の交錯領域として問題となる《完全性利益侵害》については、《不完全履行》という債務不
履行類型に位置づけられ、今日では契約規範による保護が定着しつつあるとしている。また、このよ
うな理論展開が不法行為規範にも影響を与えることにより両責任規範の関係が問題となり、両責任規
範が交錯する領域においてどこまでが契約法上の領域として確定できるのかという問題について、完
全性利益保護義務の性質・射程が検討されるべきであるという問題意識を提示している。
　このような問題意識に基づいて、主たる検討課題を「完全性利益侵害に対する契約責任構造」とし、
「ドイツ及び日本における保護義務論の検討を裁判例の傾向分析を踏まえ」た上で、具体的な問題とし
て「保護義務の契約債務関係における位置づけ」、「具体的な完全性利益侵害の諸態様と帰責構造」、「不
法行為責任との限界づけ」について検討を行うことを表明している。
4．本テーマに関するドイツの議論状況
　序章で述べられた問題意識に基づき、第一章ではドイッ民法理論についての考察が行われている。
前述のように、ドイツ債務法は2002年に改正されていることから、ドイッの理論状況についてもその
前後に分けての検討が行われている。本章だけで、全体の四分の一を占めることからも明らかなよう
に、非常に丹念な分析・検討が行われている。
　筆者は、完全性利益の契約規範による保護をめぐる理論的系譜は、シュタウプによる「積極的契約
侵害」の提唱に端を発するとし、その展開の中で保護義務概念が生み出され、その後、各契約責任の
拡大領域において構成されていた保護義務を統一的に捉え、これを本来の契約規範の領域を超えるも
のとして理解する「統一的法定保護義務関係」論が提唱され、今日ドイツの学説の多くは、このよう
な理論的動向に応接した上で展開されていると指摘する。そして、提唱者であるカナリスの見解、そ
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れを支持するティーレ、さらにその後の継承者の諸学説について紹介した上で検討し、「統一的法定保
護義務関係」論においては、給付義務と保護義務の峻別構成を出発点としながらも、契約規範と不法
行為規範の交錯を問題視することから、保護義務の給付関係との連動及び不法行為法上の義務との関
係が改めて問い直されるに至っているとしている。一方、「統一的法定保護義務関係」論に対する批判
説及びその展開についても、筆者の問題関心の観点から様々な学説について入念に検討を加えている。
　その後、改正された新債務法における給付障害規範の構造について分析検討を加え、これらの検討
から明らかになった完全性利益侵害に対する契約規範の適用可能性及び不法行為規範との関係を解明
する上で留意されるべき問題点は四点あり、第一は「給付関係と保護関係の峻別可能性」、第二は「保
護義務領域の確定」、第三は「保護義務の存立基盤の理解」、第四は「保護義務及びその機能領域と不
法行為規範との関係」であるとしている。
5．わが国の理論動向の分析
　わが国では、ドイツにおける積極的債権侵害論が不完全履行論という形で学説継受される中で、完
全性利益侵害が契約責任と不法行為責任の交錯場面として問題視され、同時に、給付義務と対比させ
た付随義務・保護義務という形でドイツの義務論が受け入れられてきた。そこで、第二章では、わが
国の不完全履行論の展開を整理した上で、保護義務論の動向について検討が行われている。
　ドイツ民法典と同様にわが国の民法典も、債務不履行については「履行が行われていないという状
態」に着眼し、債務不履行類型としてはその「履行が行われていない原因」による「履行遅滞」「履行
不能」の二つについて規定するだけである。しかしながら、実際上は、債務者の積極的な行為態様に
より、「履行は行われた」がそれが「不完全であり」債権者に損害を与えるという態様が存在するので
あり、前述のようにドイツではシュタウプにより「積極的契約侵害」という類型が提唱され、それに
基づく考え方がわが国に《継受》され「不完全履行」として定着し、わが国の今日の通説「的」見解
である三分説として発展した。しかし、その後は、不完全履行概念を不要なものとする見解や、債務
不履行の前提となる債務の内容や構造に着目するいわゆる《義務論》へとつながる見解が提唱される
ようになった。このような結果、今日の不完全履行論の特徴として筆者は次の四点を挙げる。第一は
「契約義務論の展開」であり、第二は「民法四一五条はこれまでの三類型に尽きるものではなく、いわ
ば『開かれた体系』とする解釈の存在」、第三は「債務不履行の要件としては『債務の本旨不履行』の
内容を明確化することが重要であるとして、三分体系を否定する見解が有力化したこと」、第四は「こ
れまでの議論が主に売買を念頭に置いたものであったのに対し、近時では多様な役務提供契約が登場
し、それらに対応した不完全履行論を独自に展開する必要性が浮き彫りにされたこと」であり、この
ような特徴に即して現在のわが国の理論状況を整理し、そこで問題とされている論点についての解決
の方向性を示している。その上で、不完全履行論についても、契約関係に対する評価及び当事者の行
為態様に対する評価を媒介にして、当事者が契約関係において設定した規範が尊重されるという方向
性を明らかにしたとして一定の評価を与えている。
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　完全性利益侵害に関する契約責任論については、その議論の進展は比較的近時になってからのもの
であるが、しかし、保護義務論に至るまでの前史をも含めると、わが国の民法学説史上の重要論点で
あり、完全性利益侵害を給付義務違反と考える初期の学説から筆者は検討を行い、その後の保護義務
論の展開を、ドイツの検討と同様に給付関係と保護義務の峻別可能性という構造論的観点から整理し
た上で検討している。その結果、わが国の議論はドイツの議論を前提とするものであり、わが国にお
いてもドイッと同様に保護義務概念の明確化ないし契約責任構成の限界付けが問題となるが、完全性
利益侵害における義務違反としては、給付義務は問題とされずにもっぱら保護義務により根拠づけら
れる傾向にあり、保護義務違反は契約責任と不法行為責任のいずれが妥当するのかという見地から直
視されているという特徴があるとしている。
　これらの分析から、完全性利益侵害の契約責任構造を理解する上で検討されるべき問題点について
以下の四点を挙げる。第一に「給付関係と保護関係の峻別可能性という観点から、保護義務を契約義
務構造においてどのように位置づけるべきか」、第二に「契約責任が妥当し得る完全性利益侵害場面の
確定」、第三に「契約責任が妥当する場面での保護義務の存立基盤をめぐる理解」、第四に「以上の観
点から析出される保護義務と不法行為法上の義務の関係」であり、それらの問題点について解決の方
向性を示し、第三章以下の具体的分析につなげている。
6．各論的考察
　これまで明らかになった問題点、解決の方向性に基づいて、第三章から第六章までの具体的考察が
行われている。
　第三章では、完全性利益侵害に対し契約責任を肯定したわが国の裁判例について、完全性利益侵害
が問題となる契約類型を「財産権譲渡型」「財産権利用型」「役務提供型」に分けて分析し検討してい
る。そのような分析から、各契約類型ごとの特徴・問題点を浮き彫りにし、それらは同じく学説の検
討から析出された問題点とも整合させて論ずる必要があるとして、第四章の検討につなげている。
　第四章では、有効な契約関係が存在する場面を対象として完全性利益侵害に対する契約責任構造の
検討を行っている。具体的には、当事者の完全性利益は具体的な契約関係のいかなる場面で侵害され、
また、そこでは保護義務と給付義務との関係をどのように評価できるかという観点に着目し、保護義
務の位置づけ、完全性利益侵害の帰責構造、不法行為規範との関係について検討している。その上で、
「保護義務は、給付結果・契約目的との関連から捉えるときには契約債務関係の枠内において位置づけ
ることが可能であり、当事者間で生じる完全性利益侵害のうち、保護義務違反とされるものを給付義
務履行との関連から限界づける方向が妥当」であるとしている。
　第五章では、完全性利益侵害と契約責任論の展開について、「売主の殻疵担保責任と不完全履行」、
「請負人の壬段疵担保責任と不完全履行」、「役務提供契約の性質決定と提供者責任」を題材として検討を
行っている。物からサービスへと契約の対象が変化してきた現在、研究の対象としてもこれまで主流
であった権利移転・利用を目的とした契約から他人の役務を目的とした契約がより重要性を帯びてき
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ているのであり、そのような観点からは、民法典が規定する権利移転型契約の代表例である売買契約、
役務利用型契約の代表例である請負契約、さらに社会の発展に伴って登場してきた様々な役務提供契
約について検討する本章は、わが国の契約法の研究にとって非常に興味深いものである。これらの契
約類型につき、筆者はこれまで検討した《完全性利益侵害論》の有益性について検討している。
　第六章では、契約責任（債務不履行）法の再構築に向けた基礎的考察が行われている。本章は、近
時の債権法改正を議論の舞台として、その動向、契約責任論に関する議論状況を整理し、契約責任法
再構築へ向けた基本的論点についての検討を行っている。いわば本章は、これまで重ねてきた検討を
基礎的土台として、契約責任法の将来像という新たな建築物について、他者の設計図とも比較対照し
ながら、筆者の思想・深謀に基づいた（ドイッから採り入れることにより建築物の強度を増すことが
できる技法にはどのようなものがあるか、日本の実情に合う建物はどのようなものなのか、など）設
計図を展開しているといってよいだろう。
皿　本書の評価
　すでに示したとおり、本書はオーソドックスなテーマについて非常に緻密な分析に基づいて検討す
るものであり、筆者が論ずるいずれの問題についても、後学の研究者にとっては頼りになる羅針盤と
して評価されるべきものとなろう。とりわけ、ドイッにおける議論については、これまでも紹介する
ものは見られたが、近時の議論を網羅的かつ詳細に紹介し、分析・検討するものはほとんどなかった
といえ、本書はこれからドイッ契約法を本格的に学ぼうとする若手研究者にとって非常に便利なガイ
ドブックとしての側面も有している。もっとも、単に客観的に紹介しているだけでなく、筆者の問題
関心に即した分析が行われ、肯定的・批判的それぞれの観点から検討が行われ、さらには筆者の私見
が提示されているという点では、例えば、ミシュランのような評価ガイドブックという側面だけでな
く、後進の研究者にとっては優れた料理人のレシピ本的な側面も有している。一流の料理人がオーソ
ドックスな料理を独自の手法により美味しい現代的な料理に変える手法を惜しげもなく示してくれて
いるといえよう（しかし、そのレシピ通りに再現することは並大抵のことではない。評者は単に美味
しさを感ずることはできても、同じように調理（分析・論述）することは不可能である）。もちろん後
進の者に対してだけでなく、契約法を研究する全ての研究者にとって有益な一冊であることは間違い
ない。
　さらに、わが国の問題についても、古典的でありながらこれまでその問題性が必ずしも十分には認
識されていなかったいくつかの論点につき、筆者なりの観点から分析検討が行われ、その綿密な検討
に基づいた私見が検討されていることは評価され得る。とりわけ、これまで債務については、給付さ
れる「物」を中心に展開されてきたわが国の理論に対し、給付される「行為」の側面からも検討を行っ
ていることは本書の大きな特徴である。役務提供契約については、近時のわが国での債権法改正論義
でも議論の対象とされ、前後して様々な研究者により研究が行われているが、筆者は比較的早い時期
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からその問題性に着目しており、しかも、単に現象として着目しているだけでなく、それまで筆者が
検討を行ってきた《契約責任》という観点から加えており、その考察を改めて読み直し、筆者の隻眼
に驚かされた。
　このように本書は、筆者がその非凡な着眼力を示し、その優れた分析力を遺憾なく発揮した力作で
あると評価できよう。
　その上で、敢えて二点ほど今後に向けてお願いをしたい。一つはドイッの歴史的変遷についてであ
る。立法当時において《積極的債権侵害（不完全履行）概念》はなぜ発見されなかったのか、シュタ
ウプはどのようにしてそれを発見し、どのようなものとして位置づけたのか、それがその後の学説に
よってカナリスに至るまでどのように変化させられてきたのかということについても、筆者の鋭い分
析力により教示を受ける機会を得ることができたらと思う。もちろん、筆者も引用するように、ドイ
ッ普通法時代からの議論を分析紹介するわが国の資料も存在するが、今後の民法改正議論への示唆の
ためにも、是非、筆者の問題関心に基づいた分析を示してくれることを願う。
　もう一つは、《完全性利益侵害》を主たる対象として行われた今回の検討をもととして、筆者なりの
《契約責任の全体像》を描き、それを示して欲しいということである。もっとも、その基礎設計図は本
書の最後において示されており、また、見聞するところによれば、すでにその一部（損害賠償請求権
について）は近いうちに公表予定のようであり、そう遠くない将来に、この願いは叶うのではないか
と期待している。
　最後にくだらないお願いをしたが、本書が学問的に極めて高い水準の一冊であることは疑いない。
法制審議会における債権法改正の議論が、中間論点整理の提示及びそのパブリックコメント手続が終
わり、次のステップに進もうとする現在、契約責任法ひいては債権法全体の将来像を構築する際には、
本書で筆者が指摘する問題点は遣漏なく検討すべきであり、筆者が提示する私見についても十分に応
接する必要があろう。
　本書で展開される私見については、敢えて本評釈では余り触れていない。是非実際に手にとり、じっ
くりと味わいながら読むことをおすすめしたい。
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